
相談の対象機関

農林水産業・食品産業に関する研究に取り組む都道府県の公設試験場、国立研究開発法人 等

事業概要

本事業では、農林水産業・食品産業に関する研究に取り組む都道府県の公設試験場、国立研究開発
法人等における適切な知財マネジメントの実施や能力向上に資するため、「知財マネジメントの手引
き※」を普及していくとともに、知財マネジメントの高度な知見を有する専門家により、研究機関等へ
の助言活動を実施していきます。

※公的研究機関等の関係者が知財マネジメントを実施するにあたり、考慮すべき基本的な項目をとりまとめたもの。
平成30年度農林水産省委託事業により作成、令和元年度、2年度、3年度及び4年度改訂。

農林水産省委託事業：知財マネジメント強化事業のご案内

知財マネジメントに関する疑問や課題をご相談ください。
専門家が相談に対応します。

法律・知財・
ビジネスの専門家

研究機関等

知財マネジメントに関する相談 知財マネジメントの
手引き普及

農林水産業・食品産業に関する
研究に取り組む研究機関・民間事業者の皆様へ

ご相談は無料です

対象となる相談内容

知財マネジメントの強化に資する内容であれば広く対象となります。また、令和3年度事業から国際
標準化に関する相談を受け付けています。

例）利用許諾契約等の各種契約締結、国内外の品種登録、商標権、内部規程、

知財を活用したビジネス面、国際標準化戦略についてのご相談 等

相談によるメリット（例）

◼ 知財の専門家から、貴組織が開発した品種や特許の権利を保護するための適切なアドバイスを受け
ることができ、他者による権利侵害を防ぐことが可能となります。

◼ ビジネスの専門家から、貴組織が開発・保有する知財をビジネスに結び付けるためのアドバイスを
受けることができ、ビジネス化を想定した知財管理に役立ちます。

◼ 法律の専門家から、契約書等に対する専門的なアドバイスを受けることができ、法律的見地から貴
組織の知財を適切に保護していくことが可能となります。

相談対応、手引き等の
詳細についてはこちら

相談のお申込方法
ご相談を希望される方は、相談項目ごと、以下の宛先に電子メールにてご連絡ください。応募の後、

本事業の事務局もしくは専門家からご連絡させていただき、相談の対応をいたします。

◼ 契約書・契約締結・営業秘密等、法律事務に関する相談はこちら
r_tonomura@nakapat.gr.jp

◼ 出願戦略を含む、出願や制度に関するご相談はこちら
qqad5dst9@ceres.ocn.ne.jp

◼ 国際標準化・知財戦略・事業化等に関するご相談はこちら
agri-chizai@tohmatsu.co.jp

注意点等
◼ ご相談いただいた情報の取扱い（農林水産省への報告及び手引きへの記載・利用等）について、申込後に同意書の提出をお

願いします。
◼ 相談をご利用いただいた場合には、アンケート等への協力をお願いすることがあります。
◼ ご相談の方法は、状況に応じ、対面、電子メール、電話会議システムなどの適切な手段により実施します。
◼ 知財戦略、事業化に関して助言させていただいた内容のご活用は、ご利用者のご判断になりますので、活用結果に関する責

任は負いかねることを予めご了承願います。
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近藤 真吾 （こんどう しんご）

➢ 有限責任監査法人トーマツ リスクアドバイザリー事業部 ガバメント＆パブリックサービシーズ
➢ 国内外の自動車メーカー間での知的財産（特許、意匠、商標）係争に20年間従事し、ライセンス供与、ク

ロスライセンス。ライセンス導入等の交渉経験を有する。
➢ また、令和3年度より地域産業支援センターのコーディネーターとして、300社以上の経営相談に対応し創

業から新製品開発や経営戦略策定等、約30社以上に伴奏支援を実施し、成功事例6件を創出
➢ 相談対応可能領域：事業戦略及び知的財産戦略アドバイザリー、知的財産取引支援、グローバル知的財産

戦略アドバイザリー

稲川 敦之(いながわ のぶゆき)

➢ 有限責任監査法人トーマツ 農林水産業ビジネス推進室 パートナー
➢ 農林水産業界において、マーケティングや新規ビジネスの企画検討等に関するコンサルティング経験を有

する
➢ 相談対応可能領域：農業関連企業の海外進出支援、成長戦略策定支援、アジア等海外地域進出に関する市

場調査、アグリビジネス参入及び新規農業ビジネス立上げに関する支援

知財戦略、事業化等に関するご相談
※デロイトトーマツの知財及び農業ビジネスの専門家が担当します

本間 政憲 (ほんま まさのり)

➢ 本間知的財産事務所／弁理士
➢ 日本弁理士会農林水産知財対応委員長（2017）
➢ 日本茶インストラクター
➢ 相談対応可能領域： 品種・特許・商標の出願、出願戦略策定支援、知財制度全般
➢ 相談のお申込方法記載のアドレスにご連絡いただければ、ご相談内容に応じて担当弁理士がメール、電話等

で対応させていただきます。

品種・特許・商標の出願や制度に関するご相談
※弁理士が担当します

相談に対応する専門家

弁護士知財ネット 常務理事 末吉 亙 (すえよし わたる)

➢ 弁護士知財ネットの相談対応可能領域（例）
• 契約に関する法律相談
• 紛争に関する法律相談、
• 特許権・商標権・育成者権・著作権に関する法律相談
• データ契約に関する法律相談、
• 営業秘密に関する法律相談、
• 和牛遺伝資源に関する法律相談

弁護士知財ネットは、日本弁護士連合会の支援の下に誕生した全国規模のネットワークで、1000名以上の弁
護士が登録しています。中でも、農水法務支援チーム（座長 弁護士松本好史）は、農林水産業における知的
財産権を専門とする弁護士100名以上（北海道から九州まで）のメンバーで構成されています。
ご相談連絡先（r_tonomura@nakapat.gr.jp 受付担当：弁護士外村玲子（農水法務支援チーム事務局

長））がご相談内容と相談方法のご要望（打ち合わせ、電話、メール）をうかがい、ご希望に沿う弁護士が担
当致します。

法律事務に関するご相談
※弁護士が担当します

※その他、林業や水産業のビジネス専門家もご対応させていただきます

～上記他、国際標準化のような多種多様なご相談にも対応させていただきますので、お気軽にご相談ください～



これまでにあった相談内容例

問い合わせ先
農林水産省 知財マネジメント強化事業 事務局
（有限責任監査法人トーマツ ガバメント＆パブリックサービシーズ）
〒100-8360 東京都千代田区丸の内3-2-3 丸の内二重橋ビルディング
Tel 03-6213-1112   E-mail agri-chizai@tohmatsu.co.jp

～ご不明な点がございましたら、以下本事業事務局までお問い合わせください～

※有限責任監査法人トーマツは、農林水産省による令和5
年度みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業
のうち農林水産研究の推進委託事業「知財マネジメント
強化」を受託しました（本相談事業は有限責任監査法人
トーマツが農林水産省から受託した上記事業の中で実施
するものです）。

共同研究の対象の記載は、それぞれの当事
者が与えられた役割を果たしているかなど
の判断をする際に重要な役割を果たすので、
抽象的に「○○の開発に関わる件」という
ような記載の仕方ではなく、「特許〇号の
○○製造方法の実証試験を行い、○○、
○○、○○の収率及び合成速度に及ぼす影
響等を明らかにし、製造方法の最適化に関
する基礎データを得ること」等、具体的な
記載になるよう一緒に検討しましょう。

共同研究開発契約書において
共同研究の対象を記載する際
にどのような点に注意したら
よいですか。

◼ 共同研究開発に関する相談

◼ 実施許諾（ライセンス）に関する相談

登録前の特許発明についてもライセンスす
ることはできます。ただし、訂正したり、
拒絶されたりする場合があるので、その場
合にどうするか、契約で規定しておくと安
心です。例えば、
• 最終的に特許庁で特許としてみとめられ

なくても、それまでに支払ったライセン
ス料は返還しない。

• 訂正した場合、ライセンス対象の製品が、
特許発明の範囲に入るか否か両者で協議
する。などです。

登録前の特許発明について、
ライセンス契約ができます
か？

◼ 種苗法に関する相談

契約の当事者は、県試験場と組合であるた
め、契約の拘束力が及ぶのは、この県試験
場と組合そのものだけになります。よって、
契約関係がない組合員には、直接契約違反
だということはできません。
しかし、県と組合との契約で認められた以
上の利用を組合員がした場合、組合員の行
為は、種苗法違反となる可能性があります。

県の試験場が保有している育
成者権に基づいて、利用契約
を組合と締結しましたが、組
合員がこの契約に違反するよ
うなことをした場合に、県試
験場は、組合員に直接、契約
違反だと主張できますか。

では、県試験場は、契約内容
を組合員に守ってもらうため
に、どのように契約書に規定
すれば良いですか。

組合員が契約内容にそった利用をすること
を組合の契約上の義務として規定します。
例えば、
• 組合は、その組合員に、本契約に定める

利用権の内容を周知し、その組合員が種
苗法に違反をすることのないよう指導監
督しなければならない。

• 組合は、登録品種の生産及び収穫物（果
実）とその加工品を利用するその組合員
から、遵守する旨の同意書を得る。

※これまでのご相談事項をまとめたQ&Aを
公開していますのでこちらもご確認ください

https://www.affrc.maff.go.jp/docs/attach/pdf/intellect-24.pdf

